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令和２年度奈良県立教育研究所”教 各 市 町 村 教 委 教 育 長 教育研究所 26育セミナー２０２０”～自ら学び共 各 学 校 ( 園 ） 長に学ぶ授業づくり～の開催について（次の週報は、令和２年４月９日（木）発行の予定です。）
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行事参加等共通仕様書（参加基本様式） 参加申込書 年 月 日殿 所 属所属長下記のとおり申し込みます。職 名 氏 名 (A) (B) (C)

◎ 参加基本様式記入上の注意１ 用紙の大きさは、Ａ４判又ははがきとします。２ アンダーラインの箇所は、必ず記入してください。① 研究会、研修会、大会等の名称を「参加申込書」の前に記入してください。② 宛先は、「殿」の前に「県立教育研究所長、○○研究会長、奈良県教育委員会事務局○○課長、○○室長」などを記入してください。３ 表の中の項目で使用しないものについては、記入欄は空白のままにしておいてください。なお、週報に掲載された通知等の文書の項目を必ず確認してください。
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教 推 第 １ 号令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長各 学 校 （ 園 ） 長学校以外の各県立教育機関の長
奈良県教育委員会教育長

令和２年度「奈良県教育週間」について（通知）令和２年度「奈良県教育週間」は、１１月１日（日）～１１月７日（土）になります。つきましては、「奈良県教育の日（１１月１日）」の趣旨に留意され、下記のとおり、「奈良県教育週間」の期間を中心とした授業公開等の教育関連行事に、保護者や地域の方々の積極的な参加を促し、教育に関する理解と関心を高める取組を推進してくださいますよう、御準備をお願いします。 記１ 新学習指導要領では、社会と学校の連携及び協働による「社会に開かれた教育課程」の実現の重要性が示されました。また、本県においても、奈良県の将来を担う子どもたちを生涯学び続ける自立した社会人に育てるために、学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちを育む体制づくりを推進することが重要であると考えます。各機関におかれましても、これらの方向性を御理解いただき、特に「奈良県教育週間」中の授業公開等の教育関連行事において、より多くの保護者や地域の方々に参加いただき、学校等における教育活動の地域への公開を推進してくださいますようお願いします。なお、本年度の各機関の教育関連行事の実施予定につきましては、５月頃に照会する予定です。２ 「奈良県教育の日」シンボルマークは、県教育委員会ホームページからダウンロードできます。教育関連行事実施の際に御活用ください。

殿
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教 福 第 １ 号令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長各 公 立 学 校 （ 園 ） 長学校以外の各県立教育機関の長県教委事務局各課（室）長
奈良県教育委員会教育長

令和２年度福利厚生事業に参加する場合の職員の職務に

専念する義務の特例について（通知）このことについて、教職員の福祉の増進を図るため別表に掲げる事業を実施するにあたり、県教育委員会事務局及び県立の教育機関並びに県立学校の教職員については、職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和２６年３月奈良県条例第６号）第２条第２号の規定に基づき、職務に専念する義務が免除されるので通知します。なお、市町村教育委員会所管の教職員につきましても、これに準じた御配慮をお願いします。

殿



- 5 -

【別表】事 業 名 実施機関 実施（予定）日 職専免の範囲 内 容 等人間ドック 共済組合 令和２年６月 受診に要する 共済組合員及び互助組合員の(１日及び２泊 互助組合 ～令和３年３月 ３日以内の日 希望者を対象に人間ドックを３日コース) 共催 実施する。特定保健指導 共済組合 令和２年４月 受診に要する ４０歳以上の共済組合員を対（※） ～令和３年３月 ２日以内の日 象に健診後の保健指導を実施する。器官別検診 共済組合 令和２年７月 受診に要する 共済組合員の女性希望者を対(子宮頸がん検 ～令和３年３月 １日 象に検診を実施する。診及び乳がん検診)脳ドック 共済組合 令和２年６月 受診に要する ４０歳以上の共済組合員及び互助組合 ～令和３年３月 １日 互助組合員の希望者を対象に共催 脳ドックを実施する。ストレスドッ 共済組合 令和２年６月 受診に要する 共済組合員及び互助組合員のク 互助組合 ～令和３年３月 １日 希望者を対象にストレスドッ共催 クを実施する。健康づくり 共済組合 令和２年７月 事業実施に要 共済組合員を対象に実技を含セミナー ～令和３年３月 する１日 めた健康づくりセミナーを実施する。こころの相談 共済組合 令和２年４月 必要と認めら 共済組合員を対象に面接によ室 ～令和３年３月 れる期間 る相談を実施する。メンタルサポ 共済組合 令和２年４月 必要と認めら 共済組合員を対象に面接によート（心の健 ～令和３年３月 れる期間 るメンタル相談を実施する。康相談）森林浴体験 共済組合 令和２年７月 事業実施に要 共済組合員を対象に健康増進～令和２年１２ する１日以内 やリラックスを目的としたプ月 ログラムを実施する。ライフプラン 共済組合 令和２年７月 事業実施に要 共済組合員を対象に教職員の講習会 ～令和２年８月 する１日 健康及び生涯設計を促進するため講習会を実施する。



- 6 -

ライフプラン 共済組合 令和３年１月 事業実施に要 共済組合員を対象に退職後講習会 ～令和３年３月 する１日 の年金及び健康保険に関す（退職者説明会） る制度の理解を深め生涯設計を促進するため講習会を実施する。（※）共済組合は、職員健診や人間ドック等の健診結果により、保健指導該当者を抽出し実施する。
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教 支 第 １ 号令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日各 高 等 学 校 長各 中 等 教 育 学 校 長各 特 別 支 援 学 校 長
奈良県教育委員会教育長

令和２年度奈良県高等学校等奨学金（修学支援・育成奨学金）の

貸与申請手続に関する説明会の中止について（通知）奈良県教育委員会週報第２３３５号（令和２年３月５日発行）にて開催を通知した令和２年度奈良県高等学校等奨学金（修学支援・育成奨学金）の貸与申請手続きに関する説明会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止しますので、貴校担当者にご通知ください。なお、配布を予定していた資料は郵送します。問合せ先奈良県教育委員会事務局 学校支援課 授業料奨学金係〒630-8502 奈良市登大路町３０番地ＴＥＬ:０７４２－２７－９８５９ＦＡＸ:０７４２－２７－２９８５

殿
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教 学 第 ２ 号令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日各 公 立 中 ・ 高 等 学 校 長各 公 立 義 務 教 育 学 校 長各 特 別 支 援 学 校 長
奈良県教育委員会教育長

令和２年度学校学生生徒旅客運賃割引証

の交付申請について（通知）このことについて、下記事項に注意の上、令和２年４月３０日（木）までに交付申請書及び使用に関する調書を提出してください。 記１ 令和２年度の学校学生生徒旅客運賃割引証（以下「学割証」という。）の取扱期間は、令和２年５月１日から令和３年４月３０日までとする。２ 申請については、令和元年度の使用枚数を勘案した上、令和２年度の使用計画を検討し、申請書（第１号様式）及び使用に関する調書（第１号様式別紙）を提出すること。３ 交付希望のない学校においても、令和元年度の実績があれば、使用に関する調書のみを提出すること。４ 学割証の使用目的の範囲は、原則として次の場合に限られる。(１) 休暇、所用による帰省(２) 実験実習並びに通信による教育を行う学校の面接授業及び試験などの正課の教育活動(３) 学校が認めた特別教育活動又は体育・文化に関する正課外の教育活動(４) 就職又は進学のための受験等(５) 学校が修学上適当と認めた見学又は行事への参加(６) 傷病の治療、その他修学上支障となる問題の処理(７) 保護者の旅行への随行

殿
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５ 学割証の発行について(１) 学校の代表者は、学割証を学生又は生徒（以下「学生等」という。）に発行するときは、必要事項を記入して職印を押し、学割証発行台帳に契印を押した上で発行すること。(２) 新たに入学する学生等に対する学割証の発行は、本人が入学手続きを完了し、学生証を本人に交付した後であれば、入学する以前であっても発行することができる。ただし、乗車券の有効開始日は入学する月の初日以降に限る。この場合、発行年月日の記入のほか学割証表面余白に「○年○月○日から有効」の例により、有効開始日を朱書きすること。(３) 卒業する学生等に対する学割証の発行は、卒業する月の末日まで行うことができる。この場合、卒業する月の３か月前以降に学割証を発行するときは、学割証表面余白に「○年○月○日まで有効」の例により、学年の終期を朱書きすること。なお、卒業により使用資格が無くなった場合でも、その乗車券の有効開始日が学年の終期までの日である場合に限って、その有効期間中は使用できる。（注）「学年の終期」とは学年の終わる月の最後の日をいう。(４) 乗車船区間欄及び乗車券の種類欄を訂正する場合は、訂正箇所を抹線し、記名本人の認印又は自署（サイン）で訂正することができる。その他、発行者が記入する事項については、発行者の職印を押して訂正することができる。６ 学割証出納簿及び学割証発行台帳の整備について(１) 学校の代表者は、学割証の出納及び交付については、学割証出納簿及び学割証発行台帳を備えつけ、出納及び交付の状況を常に明らかにしておくこと。(２) 学割証出納簿及び学割証発行台帳の書式は次のとおりとする。・学割証出納簿発行年月日 受入れ 払出し 残存枚数 取扱者印 代表者印 記事
以 下 略・学割証発行台帳発行年月日 学割証番号 使 用 者 契 印 記 事部 科 学 年 氏 名
以 下 略
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７ その他、学割証の取扱いについては、平成１８年４月１１日付け事務連絡で配付している「学生割引のてびき」（西日本旅客鉄道株式会社発行）を参照すること。８ 提出先及び問い合わせ先〒630-8502 奈良市登大路町３０番地県教育委員会事務局学校教育課総務係 安川ＴＥＬ ０７４２－２２－１１０１（内線 ５２５６）０７４２－２７－９８４９（直通）ＦＡＸ ０７４２－２３－４３１２＊封書による提出の場合は、表に「学割証交付申請書在中」と明記すること。
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第１号様式 文 書 番 号令和 年 月 日
奈良県教育委員会事務局学校教育課長 殿

校長名 印

令和２年度学校学生生徒旅客運賃割引証交付申請書令和２年度学校学生生徒旅客運賃割引証を下記のとおり交付されるよう別紙調書を添えて申請します。 記
交付申請枚数 枚
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第１号様式別紙 学校学生生徒旅客運賃割引証使用に関する調書学 校 名担 当 者 名作成年月日１ 令和元年度学割証使用実績見込み（R1.5.1～R2.4.30）受 入 状 況 使 用 状 況区 分 数 量 目 的 数 量 一人当たりの枚数1.繰越枚数 枚 1.帰 省 枚 枚2.正 課 教 育 枚 枚2.元年度分 枚 3.正課外教育活動 枚 枚4.就 職 ・ 受 験 枚 枚3.追 加 分 枚 5.見 学 枚 枚6.傷 病 治 療 枚 枚7.保護者旅行随伴 枚 枚8.廃 紙 枚 枚計 (A) 枚 計 (B) 枚 枚R2.4.30現在保管枚数（予定）(C)=(A)-(B) 枚備 考 一人当たりの枚数は、R1.5.1現在在籍者数で除してください２ 令和2年度学割証使用計画（R2.5.1～R3.4.30）使 用 枚 数（予 定）目 的 備 考数 量 一人当たりの枚数1.帰 省 枚 枚 一人当たりの枚数は、2.正 課 教 育 枚 枚 R2.5.1現在在籍者予定3.正課外教育活動 枚 枚 数で除してください。4.就 職 ・ 受 験 枚 枚5.見 学 枚 枚6.傷 病 治 療 枚 枚7.保護者旅行随伴 枚 枚8.廃 紙 枚 枚計 (D) 枚 枚３ 学生・生徒数R1.5.1現在在籍者数 R2.5.1現在在籍予定数（見込） 備 考（注）交付申請枚数は（D）－（C）の枚数になります。
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教 特 第 １ 号令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長各 中 学 校 長各 義 務 教 育 学 校 長各 中 等 教 育 学 校 長各 特 別 支 援 学 校 長
奈良県教育委員会教育長

令和３年度奈良県立特別支援学校幼稚部・高等部等入学者

選抜・選考の日程について（通知）このことについて、別紙のとおり定めましたので、関係者に周知願います。

殿
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（別紙） 令和３年度奈良県立特別支援学校幼稚部・高等部等入学者選抜・選考の日程高等養護学校 奈良東養護学校奈良西養護学校二階堂養護学校西和養護学校大淀養護学校 　　　盲学校※高等部専攻科を含む ろう学校 奈良養護学校 明日香養護学校1 火2 水3 木4 金5 土6 日7 月8 火9 水10 木11 金12 土13 日14 月15 火16 水17 木18 金19 土20 日21 月22 火23 水24 木25 金26 土27 日28 月29 火30 水31 木1 金2 土3 日4 月5 火6 水7 木8 金 願書受付 願書交付9 土10 日11 月 成人の日12 火13 水 願書受付14 木15 金16 土17 日18 月19 火20 水21 木 入学選抜検査22 金23 土24 日25 月26 火27 水 合格発表28 木29 金30 土31 日

月 日 曜 高等部 幼稚部盲学校ろう学校

1 願書交付 願書交付 願書交付

12

願書交付

願書交付
高等養護学校 奈良東養護学校奈良西養護学校二階堂養護学校西和養護学校大淀養護学校 　　　盲学校※高等部専攻科を含む ろう学校 奈良養護学校 明日香養護学校1 月2 火3 水4 木5 金6 土7 日8 月9 火10 水11 木 建国記念の日12 金13 土14 日15 月16 火17 水18 木 入学選考検査19 金20 土21 日22 月23 火 天皇誕生日24 水25 木 合格発表26 金27 土28 日1 月2 火3 水4 木5 金6 土7 日8 月9 火10 水11 木12 金13 土14 日15 月16 火17 水18 木19 金20 土 春分の日21 日22 月23 火24 水25 木26 金27 土28 日29 月30 火31 水

願書交付願書交付願書交付 願書受付

幼稚部盲学校ろう学校月 願書交付 願書交付
2 願書受付願書受付

日 曜 高等部
願書交付願書交付 願書交付願書交付

入学選考検査 願書交付入学選考検査合格発表 合格発表

願書受付
願書受付

願書交付

3
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教 人 第 ３ 号令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長
殿各 公 立 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

管理職「人権教育」研修講座の開催について（通知）このことについて、下記のとおり開催しますので、関係職員の参加についてよろしくお願いします。 記１ 目 的「人権教育の推進についての基本方針」に則り、「人権教育推進プラン」に沿った人権教育を推進していくための組織的・計画的な取組についてのスキルを身に付けるとともに、人権尊重の視点に立った学校経営の在り方についての知識・理解を深めるための研修を実施する。２ 主 催奈良県教育委員会３ 日時及び会場令和２年５月１１日（月） １３：３０～１６：００県立教育研究所 磯城郡田原本町秦庄２２－１４ 参加対象者県内公立学校の管理職（各校１名） ※奈良市立の学校からの参加を除く。５ 日程・内容等《全体研修会》１３：３０～１３：４０ 開会行事１３：４０～１５：００ 講演「人権教育の担い手を育てる」講師 大阪教育大学 教授 岡田耕治氏《分散会》１５：１０～１５：５５ 〈小学校・中学校分散会（大講座室）〉
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講義「人権尊重の視点に立つ学校づくりの具体化に向けて」奈良県人権教育研究会事務局人権・地域教育課人権教育係 指導主事〈高等学校・特別支援学校分散会（中講座室１）〉講義「人権尊重の視点に立つ学校づくりの具体化に向けて」奈良県高等学校人権教育研究会事務局人権・地域教育課人権教育係 指導主事１５：５５～１６：００ 閉会行事６ 参加申込み令和２年４月２日付け週報第２３３７号掲載の行事参加等共通仕様書（参加基本様式）により、令和２年４月２７日（月）までに下記宛てＦＡＸで申し込むこと。県教育委員会事務局人権・地域教育課人権教育係ＦＡＸ ０７４２－２３－８６０９７ その他午前１１時現在、気象警報が田原本町に発表されている場合、研修会を中止する。なお、田原本町以外の地域に気象警報が発表されている場合、研修会は開催するが、勤務校の気象状況等に応じて、適切に対応いただきたい。


